　　　　　　大阪府私立通信制高等学校等の設置認可等に関する審査基準（案）
　　　　　　

　大阪府教育長（以下「教育長」という。）が、通信制の課程（以下「課程」という。）を置く私立高等学校又は私立中等教育学校（以下「私立学校」という。）の設置、私立学校の課程・学科の設置、私立学校の収容定員に係る学則変更及び広域の課程を置く私立学校に係る学則変更の認可を行う場合は、高等学校設置基準（平成１６年文部科学省令第２０号）、高等学校通信教育規程（昭和３７年文部省令第３２号、以下「通信規程」という。）その他の関係法令等のほか、この基準及び手続により審査する。

第１　私立学校の設置認可　

１　私立学校の責務

私立学校は、社会的に重要な役割を担っていることから、教育条件の維持向上のため不断の努力をすることにより、その責務に応えうる教育を行うこと。また、学校評価の実施や積極的な情報の提供も行い、保護者や社会からの信頼を得るよう努めること。
　
２　名称

　　　私立学校に付する名称は、当該学校の目的に照らし、学校の名称としてふさわしいものであり、かつ、既存の学校の名称と紛らわしくないものであること。

　３　立地

　　(1)風俗営業施設（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業又は同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業を行う施設をいう。）などの教育にふさわしくない施設が、周辺に数多く立地していないなど、学校教育を行う上で適切な環境に位置すること。

　　(2)適正な教育条件を確保するため、既存の私立学校の配置、学科の設置等の状況を考慮した適切な立地であること。
　４　規模
　　(1)私立学校の収容定員は、次の施設ごとの収容定員の合計とする。ただし、協力校の収容定員は当該私立学校に係る定員とする。
　　ア　実施校（通信規程第３条に規定する実施校で、本校及び分校をいう。）

　　　　イ　協力校（通信規程第３条に規定する協力校をいう。）

　(2)施設の収容定員については、適正な教育条件を確保するため、設置される都道府県の生徒数の将来動向及び既存の私立学校の収容定員等の状況を考慮した適切な規模であること。

５　教職員数

　　(1)教諭等は、各教科に当該教科の普通免許を有する者を配置するなど、教育活動に支障をきたさない構成であり、その数については、施設ごとに別表１に定める数以上とする。　

　　(2)事務職員の数は、施設ごとに別表２に定める数以上とする。
６　施設及び設備等
　　(1)通信教育の用に供する施設は、次に掲げるものとする。

　　　ア　実施校

　　　イ　協力校

　　ウ　指定技能教育施設（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第５５条第１項に規定する施設をいう。）

　(2)実施校の校舎には、通信規程第９条第１項の各号に掲げる施設及び第１０条の設備を備え、独立校の校舎面積は、１２００㎡以上とすること。ただし、教育上支障がない場合は、収容定員が２４０人未満の分校の面積について次によることができる。

　　　　　定員１２０人以下　　　　　　　　　　６００㎡

　　　　　定員１２１人以上２４０人未満　　　　６００㎡＋５×（定員－１２０人）

(3)実施校は、他の学校等（同一の設置者が設置するものを含む）と校地、校舎等を共用していないこと。

(4) (3)にかかわらず、年齢差を考慮した安全対策を講じるなど、安全上及び教育上支障がなく、　かつ、次のすべての基準を満たす場合に限り、校地及び校舎を共用することができる。

ア　同一の設置者が設置するもので、学校教育法第１条並びに第１２４条及び第１３４条第１項に規定する学校等であること。

イ　共用する校舎が、当該学校の同一敷地内にあること。

ウ　校舎の共用については、普通教室を共用していないこと。また、当該学校は階全体を占有すること。

エ　校舎の面積は、当該学校及び共用する学校等がそれぞれ法令等で必要とされる面積の合計以上であること

(5)分校では、本校に準じ、一元的に教育が行われること。

(6)協力校及び指定技能教育施設においては、実施校との協力・連携関係を十分に保ち、生徒の修学に支障のないように努めること。

７　資産等

　(1)実施校における校地、校舎その他の施設は、自己所有であること。

　　ただし、教育上支障がなく、かつ、次のア又はイのいずれかに該当し、将来にわたり安定して使用できる場合に限り、借用とすることができる。

ア　２０年以上にわたり、賃借権等を取得し、これを登記すること。

イ　所有者が国、地方公共団体等の公共的団体である場合は、２０年未満の賃貸借契約等の締結による借用を認めるものとする。この場合、２０年以上の安定的な利用を確保できることが確実であること。
　(2)実施校の校舎は、建物全体を占有すること。

　　ただし、国又は地方公共団体が設置する文化教育施設等の施設と複合する場合についてはこの限りでない。

(3)設備は自己所有であり、負担附（担保に供せられている等）でないこと。
　　ただし、教育上支障がないと認められる場合における情報機器等の借用はこの限りでない。

(4)私立学校の設置に係る負債（日本私立学校振興・共済事業団からの借入金を除く。）がないこと。

(5)(4)にかかわらず、既設の学校法人が私立学校を設置する場合は、次の基準を満たす借入金は認められる。

　　ア　借入金額が校地取得費及び校舎建築費の３分の２以下であること。

　　イ　借入先が確実な金融機関であること。

　　ウ　適正な返済計画があり、かつ、実行可能であること。

　　エ　当該借入後において、学校法人の総資産額に対する前受金を除く総負債額の割合が３０％以下であり、かつ、学校法人の負債に係る各年度の償還額が当該年度の帰属収入の２０％以下であること。

(6)校地、校舎その他の施設は、負担附でないこと。ただし、(4)、(5)の借入金に係る担保はこの限りでない。

(7)開設年度の人件費の３分の１に相当する運用資金を保有していること。

(8)開設年度から少なくとも２年間の学校運営に係る予算について、適正な計画を立てており、授業料、入学料等現金の経常的収入その他の収入で収支の均衡を保つことが可能であると認められること。

(9)校地、校舎その他の施設及び設備の整備に要する経費及び(7)の経費のための資金で、(4)、(5)の借入金を引いた額が、私立学校開設時に収納されることが確実と認められること。

８　学校法人の管理運営

　　　学校法人の管理運営については、適正を期し難いと認められる事実がないこと。例えば、次の事項に留意すること。

　　(1)法令の規定、法令の規定による処分及び寄附行為に基づいて、適正に管理運営されていること。

　　(2)役員の間における訴訟その他の紛争の有無

　　(3)日本私立学校振興・共済事業団等からの借入金の償還（利息、延滞金の支払いを含む。）又は公租・公課（日本私立学校振興・共済事業団の掛金を含む。）の納付状況

９　資格

　　　私立学校の設置認可を受ける者は、次に掲げる者でないこと。

　　　　学校教育法第４条及び第130条に定める認可の申請において、偽りその他不正の行為があった者であって、当該行為が判明した日から起算して５年を経過していないもの

第２　課程の設置認可　

　　　第１の３から９まで（６及び７の(7)を除く。）の規定を準用する。この場合、「私立学校」は「課程」と読み替える。

第３　学科の設置認可　

　　　第１の４から９まで（６及び７の(7)を除く。）の規定を準用する。この場合、「私立学校」は「学科」と読み替える。
第４　私立学校の収容定員に係る学則変更認可　

　１　規模

　　　収容定員数の設定については、第１の４の規定を準用する。

　２　教職員、施設及び設備等

　　　収容定員を変更する場合は、第１の５から９まで（７の(7)を除く。）の規定を準用する。この
場合、第１の５から７までについては変更後の収容定員によるものとし、「私立学校」を「収容定
員」と、「設置」及び「開設」は「変更」と読み替える。
ただし、収容定員を減員する場合は、第１の６から９までの規定は準用しない。
第５　広域の課程を置く私立学校に係る学則（収容定員に係るものを除く）変更認可　

　１　入学検定料、入学料及び授業料等

　　　私立学校の運営状況等を考慮して、適正に設定すること。

　２　通信教育を行う区域

　　　当該都道府県の意向や影響等を考慮した上で適正に設定すること。また、通信教育を行う区域を拡大する場合は、第１の８及び９の規定を準用する。
　３　分校の設置

　　　第１の３から９までの規定を準用する。この場合、第１の７については、「私立学校」は「分校」と読み替える。
　
　４　協力校の設置
　　　第１の４、５、６(6)、８及び９の規定を準用する。

５　指定技能教育施設との連携

　　　第１の６(6)、８及び９の規定を準用する。

　６　その他

　　　その他の事項について、学則の変更を行う場合、大阪府内の高等学校に関する諸状況等への配慮が図られており、かつ、教育上支障がないと認められること。

第６　申請手続及び標準処理期間　

　１　私立学校の設置認可

　　(1)計画書の提出

　　　　私立学校の設置認可を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、原則として開設年度の前々年度の９月３０日までに計画書を教育庁私学課に提出し、申請についての助言を受けることができる。

　　(2)申請書の提出

　　　　申請者は、様式第１号により認可申請書(以下「申請書」という。)に関係書類を添えて、校舎の建築等を伴う場合は、原則として開設年度の前々年度の１１月３０日までに、校舎の建築等を伴わない場合は、原則として開設年度の前年度の６月３０日までに教育長に申請すること。
　　(3)審査期間等
　　　ア　教育長は、適正な内容の申請書を受理後、内容を審査した上、直近の大阪府私立学校審議会（以下「審議会」という。）に諮問し、審議会からの答申後１０日以内に答申の内容を申請者に通知する。
　　　イ　申請者は、申請内容に変更があったときは、様式第２号により変更届を提出するものとし、教育長は、変更届の提出があったときは、当該変更届の内容につき直近の審議会に報告する。この場合において、教育長は、当該変更届の内容について当初の申請内容から重大な変更があったと認めるときは、当該変更届の内容につき再度、直近の審議会に諮問するものとし、審議会からの再度の答申後１０日以内に当該答申の内容を申請者に通知する。
　　　ウ　教育長は、私立学校の施設及び設備が申請内容と相違ないことを確認した場合は、原則として開設年度の前年度の９月３０日までに当該申請についての認可の適否を決定し、その旨を速やかに申請者に通知する。
　２　課程又は学科の設置認可

　　　１の規定を準用する。その場合、「私立学校」は「課程（学科）」と読み替える。

　３　私立学校の収容定員に係る学則変更認可

　　　　１の規定を準用する。その場合、「設置」は「収容定員に係る学則の変更」と、「開設」は「変更」と読み替える。

　　　　ただし、収容定員を減員する場合の申請書の提出は、原則として変更年度の前年度の１月３１日までとし、原則として変更年度の前年度の３月３１日までに当該申請についての認可の適否を決定し、その旨を速やかに申請者に通知するものとする。
　
４　広域の課程を置く学校に係る学則（収容定員に係るものを除く。）変更認可

　　　１の規定を準用する。その場合、「私立学校の設置認可」は「広域の課程を置く学校に係る学則変更認可」と、「開設」は「変更」と読み替える。

　　　なお、分校の設置等が伴わない申請については、教育長は審議会からの答申後３０日以内に当該申請について認可の適否を決定し、その旨を速やかに申請者に通知する。
附則

　１　この基準は、平成２８年５月１３日から施行する。

　２　この基準は、施行日以降、新たに申請される課程を置く学校の設置、学校の課程又は学科の設置、

　　課程を置く学校の収容定員に係る学則変更並びに広域の課程を置く学校に係る学則変更認可の審査か

　　ら適用する。
附則

１　この基準は、平成３０年１月○日から施行する。ただし、第１の９の資格に関する規定は、同年５月１日から施行する。
２　この基準は、施行日以降、新たに申請される課程を置く学校の設置、学校の課程又は学科の設置、課程を置く学校の収容定員に係る学則変更並びに広域の課程を置く学校に係る学則変更認可の審査から適用し、この基準施行以前に申請されている私立学校の設置認可等の審査については、なお従前の例による。

別表１

　教員数

	　定　員
	　　人　数

	240人以下
	5

	241～1200
	（定員－240）÷100＋5

	1201～5000
	（定員－1200）÷150＋14

	5001以上
	40に生徒数の増加に応じた相当数を加えた数


別表２

　事務職員数

	　定　員
	　　　　　　　　　　人　数

	240人以下
	　2

	241～5000
	（定員－240）÷400＋2

	5001以上
	14に生徒数の増加に応じた相当数を加えた数


別表１及び２において、１未満の端数を生じた場合は、小数点以下第１位の数字が１以上であるときは１に切り上げ、０であるときは切り捨てるものとする。
別表１及び２の「定員」とは、学則上の定員をいう。
様式第１号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　大阪府教育長　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府　　市　　町　　番地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校法人　　　　　　　学園

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　　　　　　　　　　

　　　　　　　　○○○学校設置認可申請書
　　　このたび　　　学校を設置したいので、学校教育法第４条及び同施行規則

　　第３条の規定に基づいて関係書類を添えて認可を申請いたします。

〔備　考〕

※添付書類について

(1) 原本を提出すること。なお、教育職員免許状など、原本でなく写しを提出する書類については、原本確認を行うため留意すること。

(2) 提出した書類については、関係者・関係課等への確認を行うため留意すること。
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　　　　　　　　　　　17.  理事長の履歴書等
　　　　　　　　　　　18.  財産目録・不動産の登記簿謄本
　　　　　　　　　　　19． 寄附行為
　　　　　　　　　　　20． 法人の登記簿謄本　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　21． 理事会及び評議員会の決議録
　　　　　　　　　　　22.  設置する学校の校地・校舎の図面

　　　　　　　　　　　　　　　⑴　付近見取図

　　　　　　　　　　　　　　　⑵　配置図

　　　　　　　　　　　　　　　⑶　各階平面図

　　　　　　　　　　　23.  その他参考資料
　１．設置趣意書
　　〔１〕設置の背景

　　〔２〕設置の趣旨及び必要性

　　〔３〕学校の名称及び特色

　　〔４〕教育課程の編成の考え方及び特色

　　〔５〕教員組織の編成の考え方及び特色

　　〔６〕施設、設備等の整備計画

（校地・運動場の整備計画、校舎等施設の整備計画、図書等の整備計画など）

　　〔７〕自己点検・評価

〔８〕情報の公表

※その他参考となる事項につき記載すること。

　　２．設置要項
　　　　⑴　目　　的

　　　　⑵　名　　称

　　　　　　　　○○○学校

　　　　⑶　定　　員

　　　　　　　入学定員　　　　名

　　　　　　　収容定員　　　　名

　　　　⑷　位　　置

　　　　　　　①所在地

　　　　　　　②最寄駅からの方位及び距離

　　　　⑸　経費及び維持の方法

　　　　⑹　学校開校の時期

　　　　　　　　　　年　　月　　日（予定）
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	 　第　２　学　年

	 　第　３　学　年

	

	
	
	 学級数


	 　生徒数


	 学級数


	 　生徒数


	 学級数


	 　生徒数


	

	
	 　　　年度


	
	
	
	
	
	
	

	
	 　　　年度


	
	
	
	
	
	
	

	
	 　　　年度


	
	
	
	
	
	
	


４．教職員組織表
	

	
	
	
	
	

	
	 　　年　　度

 区　　分


	 　 eq \o\ad(第１年度,　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	 　 eq \o\ad(第２年度,　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	 　 eq \o\ad(第３年度,　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	

	
	
	 専　　任


	 兼　　任


	 専　　任


	 兼　　任


	 専　　任


	 兼　　任


	

	
	 　校　　長


	
	
	
	
	
	
	

	
	 　教　　頭


	
	
	
	
	
	
	

	
	 　教　　諭


	
	
	
	
	
	
	

	
	 　講　　師


	
	
	
	
	
	
	

	
	 　養護教諭


	
	
	
	
	
	
	

	
	 　 eq \o\ad(事務員,　　　　　　　　　)

	
	
	
	
	
	
	

	
	 　 eq \o\ad(学校医,　　　　　　　　　)

	
	
	
	
	
	
	

	
	 　合　　計


	 　　　名


	 　　　名


	 　　　名


	 　　　名


	 　　　名


	 　　　名


	


　

５．教職員名簿
	
	 職

 名


	 氏　　名


	 担当

 教科


	 専

 兼

 別


	 週時

 当間

 り数


	 生年月日


	 最終学歴


	 所有免許状


	取得

年月日
	 備　考


	

	
	 校

 長


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 教

 頭


	 
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 教

 諭


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※各名簿記載の順に就任承諾書、履歴書、免許状（写し）及び印鑑登録証明書を添付すること。

６．教員の年齢構成状況
	
	教員の年齢構成状況
	

	
	教科
	専兼別
	29歳

以下
	30～

39歳
	40～

49歳
	50～

59歳
	60～

64歳
	65～

69歳
	70歳

以上
	合計
	備考
	

	
	
	専任
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	
	

	
	
	兼務
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	
	

	
	
	専任
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	
	

	
	
	兼務
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	
	

	
	
	専任
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	
	

	
	
	兼務
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	
	

	
	
	専任
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	
	

	
	
	兼務
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	
	

	
	
	専任
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	
	

	
	
	兼務
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	
	

	
	合計
	専任
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	
	

	
	
	兼務
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	名
	
	


７．教員経歴一覧

	
	 職

 名


	 氏　　名


	 担当

 教科


	 専

 兼

 別


	 週時

 当間

 り数


	学種ごとの

教員として

の経験年数

	学 種 ご と の 教 員 経 験 の 概 要

（時期・勤務先・役職名・主な職務内容等）
	

	
	 校

 長


	
	
	
	
	
	
	

	
	 教

 頭


	
	
	
	
	
	
	

	
	 教

 諭


	
	
	
	
	
	
	


※５．の教職員名簿に記載の順に作成すること。

※「教員としての経験年数」及び「教員経験の概要」については、学種（幼稚園、小学校、中学校、高等学校など）ごとに、経験年数や経験の概要がわかるよう記載すること。
８．授業計画（シラバス）
○教科名、科目名

○教材（教科書、副教材）

○到達目標

○到達目標に向けての具体的な取組（指導上の留意点・指導の工夫など）

○学習計画（授業スケジュール）

○評価方法

○評価の観点

※　上記の内容等を踏まえて作成すること。

９．児童生徒の確保の見通し等に関する事項
　　　　(1)児童生徒の確保の見通し及び申請者としての取組状況

　　　　　　　①児童生徒の確保の見通し

　　　　　　　　　ア　定員充足の見込み

　　　　　　　　　イ　定員充足の根拠となる客観的なデータの概要

　　　　　　　　　ウ　納付金の設定の考え方

　　　　　　　②児童生徒の確保に向けた具体的な取組状況

　　　　(2)人材需要の動向等社会の要請

　　　　　　　①教育上の目的（概要）

　　　　　　　②上記①が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的な根拠

※　上記の内容等を踏まえて記載すること。

１０．施設の概要
　　　　⑴　校地・運動場

	
	 　種　　　別


	 　　 eq \o\ad(所　　　　在　　　　地,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	 　面　積


	 　備　考


	

	
	 校

 地


	  eq \o\ad(校内校地,　　　　　　　　　　　　)

	
	
	
	

	
	
	  eq \o\ad(校外校地,　　　　　　　　　　　　)

	
	
	
	

	
	
	  eq \o\ad(校外校地,　　　　　　　　　　　　)

	
	
	
	

	
	 運

 動

 場


	 校内運動場


	
	
	
	

	
	
	 校外運動場


	
	
	
	

	
	
	 体　育　館
	
	
	
	

	
	
	 そ　の　他

	
	
	
	

	
	
	計


	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　⑵　校　舎 [校舎の構造・建築面積等]

	
	 　用　　途


	 室数


	 　　　面　　　　　　　　　　　　積


	 　備　考


	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	 中学校共用

	 高等学校専用


	 　合　　計


	
	

	
	  eq \o\ad(普通教室,　　　　　　　　　　　　　　)

	
	
	
	
	
	

	
	  eq \o\ad(○○教室,　　　　　　　　　　　　　　)

	
	
	
	
	
	

	
	  eq \o\ad(○○教室,　　　　　　　　　　　　　　)

	
	
	
	
	
	

	
	  eq \o\ad(○○教室,　　　　　　　　　　　　　　)

	
	
	
	
	
	

	
	  eq \o\ad(○○教室,　　　　　　　　　　　　　　)

	
	
	
	
	
	

	
	  eq \o\ad(体育館,　　　　　　　　　　　　　　)

	
	
	
	
	
	

	
	  eq \o\ad(図書館,　　　　　　　　　　　　　　)

	
	
	
	
	
	

	
	  eq \o\ad(職員室,　　　　　　　　　　　　　　)

	
	
	
	
	
	

	
	  eq \o\ad(保健室,　　　　　　　　　　　　　　)

	
	
	
	
	
	

	
	  eq \o\ad(その他,　　　　　　　　　　　　　　)

	
	
	
	
	
	

	
	 　合　　計


	
	
	
	
	
	


　　　　　　　所　在　地　　大阪府　　市　　町　　番地

　　　　　　　所　有　者　　学校法人　　　　　　　学園

　　　　⑶　その他の施設

　　　　⑷　飲料水

　　　　　　　○○市上水道を使用

　　　　

　　　１１．校具・教具及び図書の明細
　　　　⑴　校　　具

	
	 　　　品　　　　　名


	 数　量


	金額（円）


	備　考


	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	 　　 eq \o\ad(校　　　具　　　計,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	
	
	
	


　　　　⑵　教　　具

	
	 　　　品　　　　　名


	 数　量


	金額（円）


	備　考


	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	 　　 eq \o\ad(教　　　具　　　計,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	
	
	
	


　　　　⑶　図　　書

	
	 　　　　書　　　　名


	 　価　格（円）


	 　備　　　　　　考


	

	
	 　


	
	
	

	
	 　


	
	
	

	
	 　
 　
	
	
	

	
	 　
 　
	
	
	

	
	 　
 　
	
	
	

	
	 　
 　


	
	
	

	
	 　

	
	
	


　　１２．学　　　則
　　　　　　　　（別紙のとおり）

　　１３．校長採用届

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　大阪府教育長　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○学校設置者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府　　市　　町　　番地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校法人　　　　　　　学園

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　校　長　採　用　届
　　○○○学校設置認可の上は下記の者を校長に採用いたしたくお届いたします。

　　　　　　１．校　長　名

　　　　　　２．校長の専任・兼任の別

　　　　　　３．採用年月日

　　　　　　　添付書類

(1) 履　歴　書

(2) 身分証明書及び誓約書

(3) 就任承諾書

(4) 印鑑登録証明書

　１４．創立予算費・負債償還計画書
(1) 創立予算費等

①創立予算費

（※通帳の残高証明等を添付すること。）

　　（※借入金がある場合は、借入れに係る契約書等（写し）を添付すること。）

　　　　収入

	科　　目
	予　算　額（千円）
	摘　　要

	設置者負担金
	　　　　　　　千円
	

	借　入　金
	　　　　　　　千円
	

	寄　附　金
	　　　　　　　千円
	

	計
	　　　　　　　千円
	


　　　　支出

	科　　目
	予　算　額（千円）
	摘　　要

	校地取得費
	　　　　　　　千円
	

	校舎建築(改修)費
	　　　　　　　千円
	

	教具等購入費
	　　　　　　　千円
	

	図書購入費
	　　　　　　　千円
	

	計
	　　　　　　　千円
	


　　②開設年度の人件費及び保有している運用資金

　　（※開設年度の人件費の１／３に相当する運用資金を保有していることが必要）

　　　　　　開設年度の人件費：　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　保有している運用資金：　　　　　　　　　　　　　　　円

保有している運用資金／開設年度の人件費：　　　　　　％

(2) 負債償還計画書（借入金がある場合）

①借入金額並びに校地取得費及び校舎建築費

（※借入金額が、校地取得費及び校舎建築費の２／３以下であることが必要）

借入金額：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

校地取得費：　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

校舎建築費：　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

借入金額／校地取得費＋校舎建築費：　　　　　　　％

②借入先の金融機関名：　　　　　　　　　　　　　

③返済計画

（別紙のとおり）

　　④借入後における学校法人の経営状態への影響等

　　（※当該借入後において、学校法人の総資産額に対する前受金を除く総負債額の割合が30％以下で

あり、かつ、学校法人の負債に係る各年度の償還額が当該年度の帰属収入の20％以下であること。）

　　　　

（ア）借入後における学校法人の総資産額及び前受金を除く総負債額

総資産額：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　　前受金を除く総負債額：　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　　前受金を除く総負債額／総資産額：　　　　　　　　　　　　％

　　　　　

　　　　　（イ）借入後における学校法人の負債に係る各年度の償還額及び当該年度の帰属収入額

各年度の償還額：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

当該年度の帰属収入額：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

各年度の償還額／当該年度の帰属収入額：　　　　　　　　　　　％

１５．設置後２カ年の事業計画及びこれに

伴う収支予算書
　　　　⑴　事業計画

　　　　⑵　学校設置年度及び翌年度の収支予算書

１６．直近３カ年の財務諸表
（別紙のとおり）

　　１７．理事長の履歴書等

※身分証明書及び誓約書並びに印鑑登録証明書を添付すること。
（別紙のとおり）

　１８．財産目録・不動産の登記簿謄本

　　　　（別紙のとおり）

　１９．寄附行為

　　　　（別紙のとおり）

　２０．法人の登記簿謄本

　　　　（別紙のとおり）

　２１．理事会及び評議員会の決議録

　　　　（別紙のとおり）

　２２．設置する学校の校地・校舎の図面

　　　　（別紙のとおり）

　２３．その他参考資料

様式第２号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　大阪府教育長　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府　　市　　町　　番地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校法人　　　　　　　学園

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　　　　　　　　　　

　　　　　　　　○○○学校設置認可申請書変更届
　　　○○年○○月○○日付けで申請し、○○年○○月○○日開催の大阪府私立学校審議会○○会において、「○○○○」とされた標記の申請内容に下記のとおり変更が生じましたので、関係書類を添えてお届けします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

　

（変更箇所及び変更内容）

（変更事由）

（添付書類）

　　　別紙のとおり
